
 

令和８年度事業計画 

１ 試験事業 

 ⑴ 危険物取扱者試験を全都道府県で実施する。 

試験の種類 甲種 乙種 丙種 合計 

試験実施予定回数 400回 3,200回 400回 4,000回 

受験申請者見込み 23,800人 301,900人 20,300人 346,000人 

 

 ⑵ 消防設備士試験を全都道府県で実施する。 

試験の種類 甲種 乙種 合計 

試験実施予定回数 800回 900回 1,700回 

受験申請者見込み 59,000人 59,000人 118,000人 

 

 ⑶ 予防技術検定を全都道府県で実施する。 

   年１回・全都道府県同一日（12月実施予定）に実施し、受検申請者見込みは 6,500人 

 

 ⑷ 危険物取扱者及び消防設備士試験のインターネットによる電子申請の利用促進を図る。 

   電子申請者数（令和７年４月～令和７年 12 月の実績）は、受験申請者数の 72.3％（危険物取

扱者試験は 68.9%、消防設備士試験は 83.2%） 

 

 ⑸ 支部試験実施状況調査を４支部において実施する。 

２ 免状事業 

 ⑴ 都道府県知事の委託を受け、次の業務を実施する。 

  ア 新規、書換え（写真書換えを含む。）及び再交付免状の作成 

  イ 写真書換え未了者へのお知らせ 

 

 ⑵ 都道府県の要請を受けて、免状データベースに講習履歴情報を収録する。 

 

   免状作成等の事務処理件数見込み                    （単位 ： 件） 

区 分 新規交付 
書 換 え 

再 交 付 合 計 
写 真 写真以外 

危険物取扱者 117,900  96,100 1,800 10,000 225,800 

消防設備士  30,200  12,100   300    800  43,400 

合 計 148,100 108,200 2,100 10,800 269,200 

   ※書換え(「写真」以外)については、新規交付、再交付又は写真書換えとの同時申請分を除いた件数  
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３ 企画研究事業 

 

⑴ 業務情報システムについて 

システムの円滑な稼働に努めるとともに、令和７年度に実施した「個人情報の漏えいに係る再

発防止検討委員会」の検討結果（令和７年３月）に基づく改修及び試験手数料支払い手段の多様

化等を踏まえ、引き続き利用者の利便性の向上や業務の効率化に向けた検討を進める。 

 

⑵ 調査研究事業について 

免状交付申請事務のデジタル化について、規制改革実施計画（令和４年６月７日閣議決定※１）

及び令和７年の地方からの提案等に関する対応方針（令和７年 12 月 23 日閣議決定※２）を踏ま

え、消防庁及び都道府県等と連携しながら必要な検討等を行う。 

 

※１ 同実施計画において「危険物取扱者免状のデジタル化の実現等を検討し、オンライン化及びオンライン利用率の

引上げに向け、可能なものから順次必要な措置を講ずる。」とされている。 

※２ 同対応方針において「危険物取扱者及び消防設備士の免状の交付等（13 条の２及び 17 条の７）に係る手続につ

いては、国家資格等情報連携・活用システムの活用を含め、免状の交付事務の更なる効率化及び国民の利便性向上を

図る観点から、都道府県の意見を踏まえつつ、具体的な方策等について検討し、令和８年度中に結論を得る。その結

果に基づいて必要な措置を講ずる。」とされている。 

 

 ⑶ 受験促進事業及び感謝状の贈呈について 

ア 平成２８年度から実施してきた「受験しやすい環境づくりモデル事業」等の成果を踏まえ、

各支部等における状況を考慮した取り組みを推進する。 

イ 各支部等の状況を踏まえつつ、危険物取扱者や消防設備士の資格取得に積極的に取り組まれ

ている高等学校、高等専門学校、大学、専修学校及びその指導教諭、事業所並びにその資格取

得支援担当者等に対して、その尽力をたたえ表彰する。 

 

⑷ 個人情報保護及び情報セキュリティ体制について 

令和７年度に見直しを行った個人情報保護及び情報セキュリティに関する基本方針等に基づき、

個人情報取扱事業者として、個人情報の厳格な取扱い、管理・監督の更なる徹底を図るとともに、

業務情報システム及び事務管理システムのセキュリティの確保・向上に努める。 

 

⑸ 広報事業について 

ア 資格制度に関する広報 

「試験・検定のご案内パンフレット」の他、広報ターゲットを明確にした「大学生及び高等 

学校生向け受験促進パンフレット」、「資格試験広報ポスター」、「写真書換え啓発ポスター」を

作成するとともに、高等学校、高等専門学校、大学、専修学校、事業所、都道府県及び消防機

関等に配布し資格制度の周知を図る。 

また、各種イベントでの広報や消防関係専門誌・教育関連の新聞等に広報記事を掲載するこ 

とにより、資格取得や免状書換え等の周知を図る。 
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イ 広報誌「消防試験研究センターだよりＶｏｉｃｅ．」の発行 

危険物施設等に係る災害事故等の防災対策の研究成果や現状、防火防災に関する取組等につ  

いて経験者や研究者による解説並びに受験合格者による体験談等を掲載し、誌面の充実に努め

る。 

また、高等学校、高等専門学校、大学、専修学校、事業所、都道府県及び消防機関等に配布

するとともに、当センターのホームページにも掲載する。 

ウ ホームページの活用と継続的改善 

当センターのホームページでは、電子申請や試験・検定、各種広報等の情報について、利用

者の視点に立って提供しているところであり、さらに使い勝手、提供情報等の継続的な改善と

充実を図っていく。 

① 電子申請機能の提供 

② 試験実施日程、受験案内等の試験関連情報の提供 

③ 合格者受験番号の掲示 

④ 試験実施等に係る緊急情報の掲示 

⑤ 過去に出題された問題の公開 

⑥ 免状交付申請、写真書換え等の免状関連情報の提供 

⑦ その他広報情報等の提供・発信 

 

⑹ 統計について 

「令和７年度版危険物取扱者・消防設備士 試験・免状統計表」を作成し、消防庁及び都道府

県等に配布する。 

 

４ その他事業 

 ⑴ 危険物取扱者試験における問題誤り等を踏まえ、試験問題の検討・確認プロセスの充実及び事

務局体制の強化を行う。 

 

 ⑵ 支部（実地）監査を 10支部で実施する。 

 

 ⑶ 消防防災推進事業助成を 86事業に対して行う。 

 

 ⑷ 試験業務及び免状業務の円滑かつ適切な執行を図るため、全国支部長会議を東京で開催すると 

ともに、全国６か所でブロック支部長会議を開催する。 

 

⑸ 心理的安全性の高いチームづくり(風通しの良い職場、ハラスメントのない職場)の推進に資す 

るため、管理職員向け及び職員向けのハラスメント研修をそれぞれ実施する。 
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